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◆プログラム◆          ※庁内実施のご相談も承っております。担当までご連絡ください。 

  
Ⅰ はじめに 

１ 空家特措法成⽴の経緯・背景 
２ 空家特措法制定の意義 
３ 所有者等の責務と市町村の責務・役割との関係性
４ 国による基本的な指針など 
５ 法の⽬的と⽤語の定義 

 
Ⅱ 空家等の発⽣に対する予防的対策 

１ 空家等対策計画の策定 
２ 協議会の設置と構成員 
３ 空家等に関する調査 
４ 所有者等の特定 

（相続⼈が不明の場合等の対応を含む） 
５ データベースの整備 
６ 所有者等への情報提供、助⾔その他必要な援助 
７ 空家等及び空家等の跡地の利活⽤ 

（空家バンク、不動産業界団体との協定など） 
８ 条例制定による対応 

（法制定前の既存の条例との整合性を含む） 
９ 弁護⼠会との連携 

 

Ⅲ 特定空家等に対する具体的対応 
１ 判断基準の検討と策定 
２ 適切な認定判断を実施するための組織・⼿続き 
３ 措置実施に関する考え⽅ 
４ ⽴⼊調査の必要性と限界 
５ 特定空家等に対する措置 

（1）相⼿⽅の確認（借地の場合など） 
（2）助⾔指導の⽅法 
（3）勧告の⽅法 
（4）命令の⽅法 
（5）⾏政代執⾏の要件と⼿続き 
（6）略式代執⾏の要件と⼿続き 
（7）過料（要件と⼿続きなど） 
（8）代執⾏の実例について 

（除却、代執⾏費⽤の回収など）  
Ⅳ 国・都道府県の役割 

１ 財政上・税制上の措置 
２ 市町村に対する援助  

Ⅴ その他の事項 
１ 他の⾏政関係法令との関係について 
２ ⺠法の関連条⽂の確認 
３ 今後の課題等について 

 

＜講師紹介＞  秋法律事務所 弁護士  秋山 一弘 氏 

２０１０年４月 ～ ２０１３年３月 東京都町田市で特定任期付職員（法務担当課長）として勤務 

２０１４年～           日本弁護士連合会法律サービス展開本部自治体等連携センター委員、 
第二東京弁護士会行政連携センター部会副委員長、 
東京都大田区特定個人情報保護評価第三者点検委員会委員 

２０１６年～           町田市特定空家等審議会委員、清瀬市オンブズパーソン 
２０１７年～           東久留米市行政不服審査審理員 

その他、東京都市町村職員研修所講師(民法)、私立大学監事、企業監査役などを務める。 
【著書】 仲江利政＝村田哲夫・編集『Ｑ＆Ａ 自治体職員のための個人責任（自治体法律顧問シリーズ）』（ぎょうせい）、 

共著『Ｑ＆Ａ 自治体のための空家対策ハンドブック』（ぎょうせい）   
………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 
日本経営協会・中部本部（担当：松尾・里見）行 （この面をそのままＦＡＸしてください）    ＦＡＸ（０５２）９５２－７４１８ 

□日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください）         Ｈ31/3.6-7 

60012039「実効性のある空き家対策と処分手続きの実務」講座・参加申込書          年    月    日      
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℡ 
Fax

（  ）  － 
（  ）  － 

ご派遣責任者（ご連絡担当） 
所属・役職名 
 
 
               
氏名 
 
              印

メールアドレス        

 

所在地 
〒 

№ フ リ ガ ナ 
所属・役職 担当 

経験 参 加 者 氏 名 
   年

月
 

   
年

月

＜ご記入（レ印）のお願い＞ 
この講座の開催情報を得た時期は、 
講座開催日の 
□半年以上前 □3ケ月～半年前 
□2 ケ月前  □1 ケ月前 
□2 週間前  □1 週間前～直前 

 

＜通信欄＞ 

※請求書の宛先についてご教示ください。（□団体名と同じ   □その他                       宛） 
・3 名様以上でお申込の場合は、別紙等に記載しあわせてお送りいただくか、複写してご利用ください。                                                         
・参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。 
①参加券や請求書の発送などの事務処理 ②セミナーなど本会事業のご案内 なお②がご不要の場合は、右□をチェックしてください。 □ 


